
＜群馬県教育委員会学校人事課＞

「ぐんま方式」の学級編制により、たくましく生きる力をはぐくむ

１ 趣 旨
少人数学級編制や少人数指導を中心に、児童生徒の発達の段階に応じた指導体制を充実させ

ることにより、基本的な学習習慣や生活習慣の確立を図り、基礎学力の定着を目指す。

２ 方 針
＜(1) さくらプラン＞
小学校第１・２学年における３０人以下学級編制の実施
小学校第３・４学年における３５人以下学級編制の実施
⇒ 発達の段階に応じたきめ細かな指導体制を充実させることにより、児童の基礎学力
の定着や社会性の育成を図る。

＜(2) わかばプラン＞
中学校第１学年における３５人以下学級編制の実施
⇒ 学校生活に適応するための支援体制を強化するとともに、一人一人へのきめ細かな
指導を充実させることにより、基礎学力の向上を図る。

＜(3) 英語教育アドバイザー教員（ＥＡＴ）＞
小学校における英語教育の推進

小学校英語の授業や指導計画等のモデルを普及・啓発することを通して、教員の指⇒
導力及び児童の英語によるコミュニケーション能力の向上を図る。

＜(4) 学力向上のための特配教員の活用＞
各学校の経営構想に基づいた学力向上対策の推進
⇒・ 少人数学級編制を基盤とし、きめ細かな指導の方法や体制を工夫改善して学力の
向上を図る。
・ 各学校の学力向上委員会を機能させ、学力向上コーディネーターを中心に特配教
員等を活用しながら、学力向上対策を推進する。

＜学力向上のための特配教員の活用方法＞
○ 「小学校高学年における教科担当制」及び「小学校における英語教育」の推進
○ 少人数指導やティーム・ティーチングなど、習熟の状況に応じたきめ細かな指導の充実

３ 内 容（ぐんま少人数クラスプロジェクトの全体像）
校種 学 年 内 容 H29年度配置数 ( )県単 内数

第１学年 75校 75人 （18人）

第２学年 128校 130人 （39人）
さくらプラン 30人以下学級編制

第３学年 55校 55人 （55人）

第４学年 56校 56人 （56人）
さくらプラン 35人以下学級編制

10校 10人( )第５学年 ← 英語教育アドバイザー教員（ＥＡＴ） 県単10人
← 学力向上のための特配教員（小学校） 242校 319人第６学年

60校 86人 （86人）わかばプラン 35人以下学級編制第１学年

第２・３学年 ← 学力向上のための特配教員（中学校） 校 人142 233

平成２９年度予算額（県単）

英語教育アドバイザー教員（ＥＡＴ）…51,500千円さくらプラン… 818,850千円

わかばプラン… 545,900千円 合計…1,416,250千円
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　 の組織的な取組が重要です。

○得意分野や専門性を生かして、工夫した授業が行われ
　 ていることが、児童の学習意欲を高めることにつながっ

【組織的な校内体制作り】
○時間割の作成や出張等への対応など、教科担当制を
　 実施するための体制作りが必要です。
○担当する児童の学習状況等、きめ細かに把握するため

   ています。

　 指導力の育成につながっています。

【児童の多面的理解】

【実施教科の拡充】
○国語や外国語活動は、他教科と比べると実施割合が低
　 い傾向にあります。
○算数においては、全体のおよそ半数程度の学校が実施

○複数の教員が意図的に児童と関わることができ、児童を
　   多面的に捉え、よさを伸ばすことができています。

【教員の指導力育成と児童の学力向上】
○教材研究を十分に行うことができ、また、授業の機会が
　 増えることで、各教員の指導上の課題を解決するなど、

Ｈ２８　ぐんま少人数クラスプロジェクト調査結果（対象校：小学校３０９校、中学校１６０校）

　　学力向上特配教員による教科担当制を実施している学校の調査結果は以下のとおりです。

　 しています。
○教科担当制の実施により、全国学力学習状況調査等の
　 結果から多くの学校で学力向上が見られています。
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国語

社会

算数

理科

音楽

外国語活動

94%

94%

89%

82%

児童の多面的な理解

教材研究の充実、指導力の向上

学習に対する児童の興味・関心の向上

授業準備の効率化

79%

58%

時間割の作成や調整の負担

担当外教科の児童の学習状況の把握

本校では、昨年度、国語で教科担当制を実施しました。年度

当初は作文指導等で先生方も不安そうでしたが、担当教科を限

定することで、教材研究が充実し、自信をもって授業に取り組

めていました。また、空き時間等を利用し、先生方同士で情報

交換をする中で、担任する児童の新たな一面を知ることができ

学級経営に生かしていました。

今年度は、次期学習指導要領を見据えて、外国語活動でも教

科担当制を取り入れていきたいと考えています。

小学校５年生における学力向上特配教員Ｂや英語教育推進のための英語教育アドバイザー教

員を配置することで教科担当制を更に推進していきます。



Ⅰ　さくらプラン・わかばプランについて
【配置割合】小1：28％　小2：39％　小3：17％　小4：16％　中1：41％

Ｈ２８ぐんま少人数クラスプロジェクト調査結果

回答校：さくらプラン、わかばプラン対象校（小学校１７３校、中学校６６校）
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十分定着している
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あまり定着していない

ほとんど定着していない

基礎学力の定着
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42%

50%

学習規律や学習習慣を…

児童生徒一人一人の発…

つまずきのある児童生徒…

習熟の早い児童生徒に…

体験的な活動を取り入れ…

ねらいや課題に応じて習…

教員の学習指導

小学校 中学校
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63%
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64%

80%

89%

52%

65%

35%

総じて学習が「楽しい」という児童生徒が多い。

総じて学習規律や学習習慣を身に付けている児

童生徒が多い。

つまずきのある児童生徒が年度当初より減少し

ている。

意見の交流などを通して、自分の学びを深めて

いる児童生徒が多い。

発言内容の質が高まり、話合い活動が充実して

いる。

児童生徒の学習面

小学校 中学校
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98%
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86%

82%

100%

76%

71%

基本的な生活習慣の定着を図るための個別指

導を充実させている。

児童生徒とのふれあい（声かけや話を聞くなど）

の時間を確保している。

いじめや不登校、問題行動への早期対応や指

導の充実を図っている。

特別な支援を必要とする児童生徒への指導が

充実している。

家庭や関係機関との連携が密になっている。

教員の生徒指導

小学校 中学校
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84%

89%

39%

18%

91%

80%

86%

35%

11%

総じて学校生活が「楽しい」と感じている児童生

徒が多い。

特別な支援を必要とする児童生徒が、年度当初

より充実した学校生活を送っている。

いじめや児童生徒同士のトラブルが減少してい

る。又は、起きた場合でもすぐに解決している。

不登校傾向の児童生徒が年度当初よりも学校

に来られる日が増えている。

不登校の児童生徒が減少している。

児童生徒の生活面

小学校 中学校

児童生徒に学習規律や学習習慣を確

実に身に付けさせている。

児童生徒の発言への対応やノート指

導を丁寧に行っている。

つまずきのある児童生徒に対する個

別指導を的確に行っている。

習熟の早い児童生徒に対しては、発

展的な内容を指導している。

体験的な活動を取り入れるなどして、

児童生徒一人一人の学習活動の充実

を図っている。

ねらいや課題に応じて習熟度別学習

を取り入れる等、指導形態を工夫して

いる。

総じて学習が「楽しい」という児童生

徒が多い。

総じて学習規律や学習習慣を身に付

けている児童生徒が多い。

つまずきのある児童生徒が年度当初

より減少している。

意見の交流などを通して、自分の学び

を深めている児童生徒が多い。

発言内容の質が高まり、話合い活動

が充実している。

基本的な生活習慣の定着を図るため

の個別指導を充実させている。

児童生徒とのふれあいの時間（声か

けや話を聞くなど）を確保している。

いじめや不登校、問題行動への早期

対応や指導の充実を図っている。

特別な支援を必要とする児童生徒への

指導が充実している。

家庭や関係機関との連携が密になっ

ている。

総じて学校生活が「楽しい」と感じて

いる児童生徒が多い。

特別な支援を必要とする児童生徒

が、年度当初より充実した学校生活

を送っている。

いじめや児童生徒同士のトラブルが

減少している。又は、起きた場合でも

すぐに解決している。

不登校傾向の児童生徒が年度当初

よりも学校に来られる日が増えてい

る。

不登校の児童生徒が減少している。



Ⅱ　学力向上特配について
小学校　1人配置：64％　2人配置：16％　3人配置：2％
中学校　1人配置：40％　2人配置：39％　3人配置：9％

回答校：学力向上特配教員が配置されている学校（小学校２４６校、中学校１４２校）
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教科担当制

少人数指導

TT指導

学力向上特配教員の活用

小学校 中学校
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87%

80%

66%

全国学力・学習状況調査の結果

単元のテストや定期テストの結

果

自校で行うアンケートなどの調

査結果に現れる児童生徒の…

学特教員の活用計画書に基づく検証方法

小学校 中学校
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0%

8%

86%

5%

0%

十分達成できた。

おおむね達成できた。

あまり達成できなかった。

達成できなかった。

学特教員の活用計画書に基づく達成度

小学校 中学校
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32%

61%

23%

76%

54%

88%

54%

21%

25%

49%

14%

教員の特性や専門性を生かした

授業力向上を図ることができた。

教材研究や児童生徒と触れ合う

時間が増加した。

学校経営構想に基づく組織的な

指導体制を築くことができた。

学力向上委員会が機能し、学力

向上対策を推進することがで…

小中連携や小小連携を推進する

ことができた。

特色ある教育活動の充実を図る

ことができた。

学力向上コーディネーターの活

用を意識した校務分掌や組織…

家庭・地域との連携を図ることが

できた。

学力向上特配教員配置による成果

小学校 中学校

72%

73%

35%

59%

99%

58%

75%

教科担当制（小学校）

少人数指導・TT指導

授業時間外の補充的な学習

学力向上委員会を機能させた学

力向上対策の推進

来年度の活用目的

小学校 中学校

全国学力・学習状況調査の結果

単元のテストや定期テストの結果

自校で行うアンケートなどの調査結果に

現れる児童生徒の変容

教員の特性や専門性を生かした授業

力向上を図ることができた。

教材研究や児童生徒と触れ合う時間

が増加した。

学校経営構想に基づく組織的な指導

体制を築くことができた。

学力向上委員会が機能し、学力向上

対策を推進することができた。

小中連携や小小連携を推進すること

ができた。

特色ある教育活動の充実を図ること

ができた。

学力向上コーディネーターの活用を意

識した校務分掌や組織体制の見直し

ができた。

家庭・地域との連携を図ることができ

た。

学力向上委員会を機能させた学

力向上対策の推進

教科担当制（小学校）

少人数指導・TT指導

授業時間外の補充的な学習



Ⅲ　学力向上対策について
回答校：全県小・中学校（小学校３０９校、中学校１６０校）
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少人数指導・TT指導の実施教科

（小学校）
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中１その他
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中２その他
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中３技術

中３家庭

中３保体
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中３その他

少人数指導・TT指導の実施教科

（中学校）
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実施していない

５年国語

５年社会

５年算数

５年理科

５年音楽

５年図工

５年家庭

５年体育

５年外国語活動

５年総合的な学習

６年国語

６年社会

６年算数

６年理科

６年音楽

６年図工

６年家庭

６年体育

６年外国語活動

６年総合的な学習

小学校高学年における教科担当制実施教科
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39%

23%

35%

46%

教材研究が充実し、指導力の…

学習に対する児童の興味・関…

児童の実態を生かした授業…

発言内容の質が高まり、話合…

意見の交流を通して、児童の…

同じ授業を複数回行うことで…

教科の系統的な指導が行え…

授業準備の効率化が図られ…

教科指導に対する教員の意…

学級の壁が取り除かれ、同一…

適切で客観的な評価が行え…

職員間で児童の実態を共有…

生活、学習習慣の確立のた…

いじめや不登校、問題行動へ…

特別な支援を必要とする児童…

学校評価で保護者の学習指…

小学校での学びを中学校へ…

教員の負担軽減につながって…

教科担当制の実施による成果
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25%

54%

2%

22%

18%

6%
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75%

27%

14%

1%

35%

10%

39%

31%

担任する学級の児童との人間…

突発的な問題行動への対応

担当していない教科における…

保護者との連携

生徒指導・学習規律に対する…

家庭学習の質や量の調整

学習面や生活面での相談体制

児童の評価方法

時間割の作成や調整の負担

指導時数の偏り

学年や学級の規模

保護者への啓発

打ち合わせ時間の確保

教員の年齢構成や男女バランス

教員の教科指導力の育成

教員の指導教科の偏り

教科担当制における実施上の課題

担任する学級の児童との人間関係作り

突発的な問題行動への対応

担当していない教科における児童

の学習状況の把握

小学校から中学校への円滑な進学

系統的な指導

同じ授業を複数回行うことでの授業

改善

意見の交流を通した児童の学びの

深化

児童の実態を生かした授業の展開

話合い活動の充実

保護者との連携

生徒指導・学習規律に対する教員

の共通理解

家庭学習の質や量の調整

学習面や生活面での相談体制

児童の評価方法

時間割の作成や調整の負担

指導時数の偏り

学年や学級の規模

保護者への啓発

打ち合わせ時間の確保

教員の負担軽減

児童の多面的な理解

適切で客観的な評価

教科指導に対する教員の意識改革

授業準備の効率化

教員の年齢構成や男女バランス

教員の教科指導力の育成

教員の指導教科の偏り

学習に対する児童の興味・関心の

向上

教材研究の充実による指導力の

向上

同一歩調での教育活動

生活、学習習慣の確立のためのき

め細かな指導

問題行動への組織的な対応

特別な支援を必要とする児童への

指導の充実

保護者からの高評価



Ⅳ　その他
回答校：全県小・中学校（小学校３０９校、中学校１６０校）

27%

60%

77%

46%

60%

30%

29%

31%

50%

81%

53%

69%

18%

42%

様々な教科や学年の授業にＴＴで関わったり、参観を進めたりしてい

る。

宿題などの家庭学習の効果的な取組について、家庭と連携を図りな

がら企画・推進している。

全校で取り組めるような学習規律の確立を進めている。

授業時間以外における補充学習の充実を図っている。

授業づくりや評価の工夫など、教科や学年の枠を越えた指導のあり

方について企画・推進している。

習熟の早い児童生徒への課題の工夫など、学習状況に応じた指導

の充実を推進している。

打合せや会議などの設定を効率的に計画している。

学力向上コーディネーターの取組状況

小学校 中学校

75%

21%

90%

18%

84%

85%

さくらプランを第５学年・第６学年まで拡充（小学校第５・６学年での35

人以下学級）

わかばプランを第２学年・第３学年まで拡充（中学校全学年での35人

以下学級）

学力向上特配教員の増員

ぐんま少人数クラスプロジェクトへの要望

小学校 中学校

様々な教科や学年の授業にＴＴで関わったり、参観を進めたりしている。

宿題などの家庭学習の効果的な取組について、家庭と連携を図りながら企画・推進

している。

全校で取り組めるような学習規律の確立を進めている。

授業時間以外における補充学習の充実を図っている。

授業づくりや評価の工夫など、教科や学年の枠を越えた指導のあり方について企

画・推進している。

習熟の早い児童生徒への課題の工夫など、学習状況に応じた指導の充実を推進して

いる。

打合せや会議などの設定を効率的に計画している。

さくらプランを第５学年・第６学年まで拡充（小学校第５・６学年での35人

以下学級）

わかばプランを第２学年・第３学年まで拡充（中学校全学年での35人

以下学級）

学力向上特配教員の増員


